
 

令和６年度 

 

佐賀建設工事関係者連絡会議 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時   令和６年８月 23 日（金）14 時～16 時 

場 所   佐賀第二合同庁舎５階 共用大会議室１ 

       （佐賀市駅前中央３丁目３番 20 号） 

 

 

 

佐賀労働局労働基準部健康安全課 

  

komiyatk
フリーテキスト
（抜粋）



建設工事における労働災害を防止するために 

（発注機関へのお願い） 

 

１ 適正な工期、工程の設定 

  適正な工期、工程は、適正な安全衛生管理を行って労働災害の防止を図る上で不可

欠な要件です。 

  休日の確保、悪天候時の作業禁止、長時間労働の排除、不安全状態のままでの作業

の排除等が確実に実行できる工期、工程を設定して下さい。 

 

２ 安全経費の確保 

  工事金額の積算においては、工事内容や現場の実情にあった災害防止対策経費を確

保して下さい。 

（ 交通誘導員の費用、移動式クレーン及び車両系建設機械の能力、ブロック積み現

場の足場費用、重機等転倒防止用敷鉄板費用、軟弱地盤での地盤改良又は土止め鋼

矢板敷設を行う費用の計上、建築足場で外部・内部足場の積算を建築面積だけによ

るのではなく建築物の形状に合った積算とするなど、実情に合った積算計上をお願

いします。） 

 

３ 建設工事施工中の安全衛生を配慮した設計、積算 

  地山の掘削を伴う建設工事において、用地等の問題から掘削勾配が法令に違反して

いる例や、建築工事において、足場の設置に困難を伴う例等が見られます。 

  設計積算の段階から建設工事中の安全衛生を配慮したものとして下さい。 

 

４ 発注時期の平準化 

  年度末に工事が集中し、適正な工期、工程の確保が困難な場合があり、そのため請

負業者の監督員や各種資格者が不足して労働災害が多発しています。 

  可能な限り年間を通じて平均的な発注に努めて下さい。また、請負業者の施工能力

を勘案し、発注者間において、過剰発注とならないよう連絡調整を行って下さい。 

 

５ 安全施工を内容とした契約の締結 

  建設工事請負契約の締結にあたって、工事請負契約約款に「工事施工中の安全衛生

の確保」に関する条項を定めて下さい。 
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６ 工事施工計画の審査時における安全衛生管理の審査 

  建設工事請負契約において工事施工計画書の提出を求め、当該工事施工計画書の内

容として安全衛生管理計画を記載させて下さい。 

   

７ 設計積算を担当する職員に対する安全衛生教育の実施 

  発注機関における工事の設計積算を担当する職員に対し、建設工事施工段階での安

全衛生を配慮した設計、積算を行うための教育、研修を実施して下さい。 

 

８ 現場に対する安全衛生指導の実施 

  職員が行う工事施工現場の監督指導等において、担当職員は、必要とされる安全衛

生に関する事項について、請負業者の現場監督員等に対し、的確な指導を行って下さ

い。 

なお、そのための担当職員に対し、安全衛生に関する知識を教育、研修等を通じ付

与して下さい。また、現場立会いにおいて、施工者から相談を受けた事項は工期を配

慮して、出来るだけ早い時期に回答を行って下さい。 

 

９ 現場への立入り 

  各種の検査や指導等で発注機関の職員が工事施工中の現場に立入る時は、現場に適

合した服装、保護具を着用するとともに、安全施設の施されていない危険な区域への

立入りを禁止して下さい。 

 

10 設計資料の提供 

  設計段階で入手した各種の資料については、工事施工中の安全衛生管理に役立つも

のがあります。必要に応じて提供して下さい。 

 

11 安全衛生活動の評価等について 

 直轄工事において、請負者から提出された安全活動の創意工夫の成果を、工事成績

評定や経営事項審査の判断材料の一つとして下さい。 

また、ＣＰＤＳ(継続的専門能力啓発システム)による教育実績の評価、建設業労働

安全衛生マネジメントシステム（ＣＯＨＳＭＳ：通称「コスモス」）の導入事業場に

対する評価などを経営事項審査の加点として下さい。 

以上 
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令和5年の県内の休業４日以上の死傷者数は１，283人となっている。また、死亡者数は９人と

前年に比べ5人増加となっている。（コロナウィルス感染症を除く）

佐賀県における労働災害の推移

年齢別労働災害件数の推移
（Ｈ26－R5）

資料：労働者死傷病報告（休業４日以上）（コロナを除く）
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○第三次産業の労働災害の推移（平成15年～平成28年　佐賀労働局）

資料：労働者死傷病報告（休業4日以上）

○佐賀県内における業種別労働災害の推移（令和1年～令和５年）
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令和６年７月末日現在

発生日 被災者

時  刻 年  齢

R6.1.15 男

14時45分頃 70歳代

R6.1.25 男

13時15分頃 40歳代

R6.2.12 男

13時05分頃 60歳代

R6.7.9 男

15時00分頃 50歳代

R6.7.25 男

7時10分頃 60歳代

R6.7.28 男

16時10分頃 50歳代

R6.7.28 男

16時10分頃 70歳代

発生日 被災者

時  刻 年  齢

R5.3.9 男

3時20分頃 60歳代

R5.3.30 男

16時00分頃 50歳代

R5.5.22 男

10時15分頃 70歳代

R5.6.22 男

2時00分頃 50歳代

R5.8.10 男

14時15分頃 60歳代

R5.9.8 男

10時00分頃 50歳代

R5.9.19 男

13時00分頃 60歳代

R5.11.22 男

3時00分頃 70歳代

R5.12.18 男

14時20分頃 60歳代

1 製造業 伊万里署

はさま
れ、巻き
込まれ

その他の金
属加工用機

械

　被災者は、工場内の鋼板を切断する機械のコンベアー操作盤付
近の床面にうつ伏せの状態で発見され、その後死亡が確認され
た。発見時の状況から、機械の付属部材と当該機械近くの構造物
に挟まれたものと推測される。

佐賀県内における死亡労働災害の概要

【令和６年】

番号 業　種 管轄署 事故の型 起因物 発　生　状　況

3 建設業 伊万里署
墜落・転
落

解体用機械

　建物解体工事において、被災者は建屋２階にて解体用つかみ機
を運転して、解体材が入ったフレコンバッグの吊り輪を掴み、旋
回したところ、解体用つかみ機のバランスが崩れ、機体から投げ
出され１階に墜落し、落下してきた解体用つかみ機の下敷きと
なったもの。

2 製造業 佐賀署
交通事故
（道路）

トラック
　国道バイパス道路において、被災者が運転する軽トラックが中
央線をはみ出し、対向車線の中型トラックと正面衝突したもの。
被災者は帰社途中であり、軽トラックに同乗者はいなかった。

5 運輸交通業 唐津署
交通事故
（道路）

トラック
　片側1車線の県道において、被災者はダンプトラックを運転し
作業場所へ向かう途中、下りの緩やかな右カーブで、左側のガー
ドレール及び道路脇の立木に激突したもの。（現在調査中）

4 製造業 佐賀署
はさま
れ、巻き
込まれ

エレベー
タ，リフト

　工場内において、被災者は電動ホイストにつり下げた鉄製の搬
器をガイドレールに沿って昇降させる装置を使用し、生産機械の
部品を１階に下す作業中、搬器上部フレームと、昇降路に接する
2階の床面に頭部を挟まれた状態で発見された。（現在調査中）

7
運輸交通業 佐賀署

交通事故
(その他)

その他の乗
物

　県外での業務を終え、ヘリコプターに同乗して帰社途中、墜落
したもの。（現在調査中）

6
運輸交通業 佐賀署

交通事故
(その他)

その他の乗
物

　県外での業務を終え、ヘリコプターを操縦して帰社途中、墜落
したもの。（現在調査中）

発　生　状　況

1 建設業 伊万里署
交通事故
（道路）

乗用車、バ
ス、バイク

　道路工事のため片側交通規制を行っていた片側一車線の道路におい
て、道路工事作業が終了したため、被災者はクッションドラム等の交
通規制用具等を工事規制車両（トラック）に載せる作業を行っていた
ところ、被災者の後方から、交通誘導員の誘導を無視して現場内に進
入した乗用車に激突された。

※表中の業種、業務上外等については、未確定のものも記載している。

【令和５年】

番号 業　種 管轄署 事故の型 起因物

3 建設業 唐津署 転倒
整地・運
搬・積込み
用機械

　山間部道路の災害復旧工事現場において、ドラグショベルを使用し
てダンプトラックに積まれた土砂が入ったフレコンバックを荷台から
降ろす作業中、フレコンバックを吊り上げ、旋回していたところ、ド
ラグショベルが横転し、道路の路肩から転落した。ドラグショベルを
運転していた被災者は、地面とドラグショベルにはさまれ被災した。

2 製造業 伊万里署

はさま
れ、巻き
込まれ

旋盤

　被災者は、立旋盤を使用して、一人で金属部材の加工作業を行って
いたが、その後、可動する立旋盤の構造部材と立旋盤と一体となった
点検用足場の間に首を挟まれた状態で発見され、その後死亡が確認さ
れた。

5 建設業 武雄署
はさま
れ、巻き
込まれ

整地・運
搬・積込み
用機械

　事業場の工場敷地内において、一人でトラクター・ショベルを運転
してダンプトラックへの砂の積み込み作業を行っていた被災者が、ダ
ンプトラックの助手席のドアとトラクター・ショベルの左後方ボン
ネットとの間に腹部が挟まれた状態で発見され、その後死亡が確認さ
れた。

4 製造業 佐賀署
有害物等
との接触

有害物
　塗料を製造する攪拌槽（容量700リットル）内において、被災者は
攪拌羽根にひっかかった状態で発見され、その後死亡が確認された。
（有機溶剤中毒）

7 製造業 佐賀署 激突され
フォークリ
フト

　事業場敷地内において、荷受け作業中、被災者は搬入トラックから
フォークリフトに積荷を移す作業の補助を行っていたが、その後、受
付伝票を事務所まで渡しに行き、歩いて作業場所に戻る途中、方向転
換し後退してきたフォークリフトにはねられてひかれた。

6 建設業 佐賀署 おぼれ 水

　被災者が一人で肩掛式刈払機を使用して、法面勾配34度の農業用水
路付近の除草作業を行っていたが、その後被災者が見当たらなくなっ
たため捜索したところ、水路内でうつぶせの状態で沈んでいる被災者
が発見され、その場で死亡が確認された。刈払機は被災者の肩に掛け
られた状態であった。後日、死因は溺死と判明した。

9 運輸交通業 武雄署
墜落・転
落

トラック

　配送先事業場敷地内において、４トンダンプトラックの運転手であ
る被災者は当該ダンプトラックの荷台上で作業を行っていたが、被災
者が荷台上で後ずさりをした際に、被災者の脚部が当該ダンプトラッ
クのリア側のあおりに接触し、そのまま後ろ向きに約1.1メートル下の
地面に墜落したもの。被災者は保護帽を着用していなかった。

8 商業 武雄署
墜落・転
落

通路

　一人で新聞配達を行っていた被災者が、道路と配達予定先である民
家の間の地面で倒れ、死亡している状態で発見されたもの。
　付近に被災者が使用していた自動車が停車しており、状況から道路
の端から墜落したものと推測される。
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佐賀県内における労働災害の推移（平成１５年～令和５年)

資料：労働者死傷病報告より（佐賀労働局）＊コロナ感染症によるものを除く。

【建設業】
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　過去10年間の業種別死亡労働災害発生状況（平成26年～令和５年）　　　　佐賀労働局

　　　　　　年
業種

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和４ 令和５ 合計 割合

　製造業 2 1 3 1 4 1 3 15 20.3%

　鉱業 1 1 1.4%

　建設業 1 3 6 4 3 4 3 4 4 32 43.2%

　運輸交通業 1 1 3 2 1 2 1 11 14.9%

　農林業 1 1 1.4%

　畜産・水産業

　商業 1 2 1 1 2 1 8 10.8%

　通信業 1 1 1.4%

　教育・研究業

　保健衛生業 1 1 1.4%

　清掃・と畜業 1 1 1.4%

　その他の事業 1 1 1 3 4.1%

合計 7 8 9 8 7 3 13 6 4 9 74

　建設業の年別・事故の型別死亡労働災害発生状況（平成26年～令和５年）　　　佐賀労働局

　　　　　　年
事故の型

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 合計 割合

　墜落・転落 5 1 2 3 2 2 15 46.9%

　はさまれ・巻き込まれ 2 1 3 9.4%

　交通事故 1 2 1 1 5 15.6%

　崩壊・倒壊 1 1 2 6.3%

他(熱中症、蜂刺等) 1 1 3.1%

　飛来･落下

　激突され 1 1 1 3 9.4%

　転倒 1 1 3.1%

　おぼれ 1 1 2 6.3%

合計 1 3 6 4 3 4 3 4 4 32

　建設業の年別・起因物別死亡労働災害発生状況（平成26年～令和５年）　　　佐賀労働局
　　　　　　年
起因物

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 合計 割合

木材加工用機械

建設機械等 1 2 1 1 2 7 21.9%

動力クレーン等 1 1 2 6.3%

動力運搬機 1 1 2 1 1 1 1 8 25.0%

乗物 1 1 3.1%

用具 1 1 3.1%

その他の装置・設備 1 1 3.1%

仮設物、建築物、
構築物等

2 1 1 1 1 2 8 25.0%

荷 1 1 3.1%

環境等 1 1 1 3 9.4%

合計 1 3 6 4 3 4 3 4 4 32
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佐賀労働局

令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
５年

令和
６年

1 墜落・転落 34 24 21 28 22
2 転倒 6 10 6 11 12
3 激突 2 1 3 0 2
4 飛来・落下 6 8 8 6 8
5 崩壊・倒壊 2 1 6 3 1
6 激突され 6 2 6 3 13
7 はさまれ・巻き込まれ 5 5 10 7 9
8 切れ・こすれ 9 2 2 2 5
9 踏み抜き 0 0 0 0 1

10 おぼれ 0 0 0 0 0
11 高温・低温の物との接触 1 0 1 0 0
12 有害物等との接触 1 0 0 0 0
13 感電 0 0 0 0 0
14 爆発 0 0 0 0 0
15 破裂 0 0 0 0 0
16 火災 0 0 0 0 0
17 交通事故（ 道路） 4 1 3 5 0
18 交通事故（ その他） 1 0 0 0 0
19 動作の反動・無理な動作 9 6 6 7 2
90 その他 0 8 7 0 1
99 分類不能 0 0 0 0 0

86 68 79 72 76

建設業における事故の型別発生状況の推移（６月末累計）
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（資料）：労働者死傷病報告（休業４日以上）＊コロナ感染症によるものを除く。

墜落、転落, 61人, 

36%

飛来・落下, 22人, 

13%
転倒, 20人, 12%

はさまれ、巻き込まれ, 16人, 9%

動作の反動・無理

な動作, 13人, 8%

交通事故（道

路）, 8人, 5%

激突され, 7人, 

4%
その他, 23人, 13%

総数170人
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総数 170人人

～1年, 33人, 19%

1年超～5年, 32

人, 19%

6～10年, 18

人, 11%
11～15年, 

16人, 9%

16～20年, 

15人, 9%

21～25年, 15人, 

9%

26年～, 41人, 24%

総数１７０人 ～5年：

65人 , 

38.2％

建設業の年齢別労働災害発生状況（令和５年）

建設業の経験年数別労働災害発生状況（令和５年）

建設業の事故の型別労働災害発生状況（令和５年）
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死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡

土木工事業 1 1 3 (1) 1 2 (1) 8 (2)

建築工事業

その他の建設業 1 1

計 1 1 3 (1) 1 3 (1) 9 (2)

土木工事業 20 (1) 17 16 13 23 (2) 22 (1) 111 (4)

建築工事業 4 3 5 5 4 2 23

その他の建設業 4 2 2 7 (1) (1) 1 16 (2)

計 28 (1) 22 23 25 (1) 27 (3) 25 (1) 150 (6)

土木工事業 2 2 2 1 1 1 9

建築工事業 1 1

その他の建設業 2 1 3

計 4 2 4 1 1 1 13

土木工事業 8 14 18 (3) 14 12 9 75 (3)

建築工事業 70 (1) 58 59 (1) 46 (1) 48 (1) 56 337 (4)

その他の建設業 14 12 22 22 15 12 97

計 92 (1) 84 99 (4) 82 (1) 75 (1) 77 509 (7)

土木工事業 13 17 19 7 19 15 (2) 90 (2)

建築工事業 12 (1) 19 28 11 33 25 128 (1)

その他の建設業 11 8 17 23 18 (1) 24 101 (1)

計 36 (1) 44 64 41 70 (1) 64 (2) 319 (4)

土木工事業 44 (1) 50 56 (3) 38 (1) 56 (2) 49 (4) 293 (11)

建築工事業 86 (2) 80 93 (1) 62 (1) 85 (1) 83 489 (5)

その他の建設業 31 22 42 52 (1) 33 (2) 38 218 (3)

計 161 (3) 152 191 (4) 152 (3) 174 (5) 170 (4) 1,000 (19)

　(　)内は死亡者数で内数　　　　　資料：労働者死傷病報告　

国
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団体

公団

民間

その他

合計

発注者別・工事別労働災害発生状況
(平成30年～令和５年発生分)

佐賀労働局
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署 佐賀署 唐津署 武雄署 伊万里署 局計

業種

当
年
死
亡

当
年
死
傷

前
年
死
亡

前
年
死
傷

対
前
年
比

増
減
率
%

当
年
死
亡

当
年
死
傷

前
年
死
亡

前
年
死
傷

対
前
年
比

増
減
率
%

当
年
死
亡

当
年
死
傷

前
年
死
亡

前
年
死
傷

対
前
年
比

増
減
率
%

当
年
死
亡

当
年
死
傷

前
年
死
亡

前
年
死
傷

対
前
年
比

増
減
率
%

当
年
死
亡

当
年
死
傷

前
年
死
亡

前
年
死
傷

対
前
年
比

増
減
率
%

  01  食料品製造 43 36 7 19.4% 13 12 1 8.3% 11 7 4 57.1% 4 3 1 33.3% 71 58 13 22.4%

  02  繊維工業 2 -2 -100.0% - - - 2 -2 -100.0%

  03  衣服その他の繊維 1 1 1 - - - - 1 1 1 -

  04  木材・木製品 2 1 1 100.0% - 1 -1 -100.0% 2 1 1 100.0% 4 3 1 33.3%

  05  家具・装備品 1 1 - - - - 1 1 -

  06  パルプ等 7 6 1 16.7% - - 1 -1 -100.0% 7 7 0%

  07  印刷・製本 2 2 - - - - 2 2 -

  08  化学工業 1 11 1 8 3 37.5% 2 2 0% - 1 1 - 1 14 1 10 4 40.0%

  09  窯業土石 2 2 0% 2 2 - 3 2 1 50.0% 8 8 - 15 4 11 275.0%

  10  鉄鋼業 4 4 0% - 1 1 0% - 5 5 0%

  11  非鉄金属 - - - - -

  12  金属製品 8 11 -3 -27.3% 1 1 - 1 4 -3 -75.0% 4 6 -2 -33.3% 14 21 -7 -33.3%

  13  一般機械器具 2 1 1 100.0% - 2 1 1 100.0% 1 1 2 -1 -50.0% 5 1 4 1 25.0%

  14  電気機械器具 3 4 -1 -25.0% 1 -1 -100.0% 1 3 -2 -66.7% 1 1 - 5 8 -3 -37.5%

  15  輸送機械製造 5 5 0% 1 2 -1 -50.0% - 1 6 6 0% 1 12 13 -1 -7.7%

  16  電気・ガス - - - - -

  17  その他の製造 9 9 0% 2 1 1 100.0% 3 1 2 200.0% - 14 11 3 27.3%

01  製造業 2 100 1 89 11 12.4% 21 18 3 16.7% 22 20 2 10.0% 1 27 1 19 8 42.1% 3 170 2 146 24 16.4%

02  鉱業 - 1 -1 -100.0% - - 1 -1 -100.0%

    01  水力発電所 - - 1 -1 -100.0% - 1 -1 -100.0%

    02  トンネル建設工事 - - - - -

    03  地下鉄建設工事 - - - - -

    04  軌道建設工事 1 1 - 1 1 - - - 2 2 -

    05  橋梁建設工事 - - - - -

    06  道路建設工事 4 3 1 33.3% 4 1 2 2 100.0% 2 3 -1 -33.3% 2 1 1 100.0% 12 1 9 3 33.3%

    07  河川土木工事 1 1 0% - 1 1 0% 1 1 - 3 2 1 50.0%

    08  砂防工事業 1 1 0% - - - 1 1 0%

    09  土地整理土木 2 2 - - - - 2 2 -

    10  上下水道 2 -2 -100.0% - - - 2 -2 -100.0%

    11  港湾海岸 - - - - -

    99  その他土木 4 6 -2 -33.3% 1 1 - 3 1 2 200.0% 1 1 1 0% 9 1 8 1 12.5%

  01  土木工事 13 13 0% 6 1 2 4 200.0% 6 6 0% 4 1 2 2 100.0% 29 2 23 6 26.1%

    01  鉄骨・鉄筋家屋 7 5 2 40.0% 1 2 -1 -50.0% 2 -2 -100.0% 1 1 1 - 1 9 9 0%

    02  木造家屋建築 4 9 -5 -55.6% 2 2 0% 3 5 -2 -40.0% 5 -5 -100.0% 9 21 -12 -57.1%

    03  建築設備工事 2 -2 -100.0% 1 1 - 2 1 1 100.0% 1 -1 -100.0% 3 4 -1 -25.0%

    09  その他の建築工事 4 4 0% 1 1 - 5 4 1 25.0% 1 1 0% 11 9 2 22.2%

  02  建築工事 15 20 -5 -25.0% 5 4 1 25.0% 10 12 -2 -16.7% 1 2 7 -5 -71.4% 1 32 43 -11 -25.6%

    01  電気通信工事 2 2 0% 2 2 - 1 -1 -100.0% 1 1 - 5 3 2 66.7%

    02  機械器具設置 2 2 - 1 1 - - 2 2 - 5 5 -

    09  その他の建設 10 5 5 100.0% 2 7 -5 -71.4% 4 3 1 33.3% 3 -3 -100.0% 16 18 -2 -11.1%

  03  その他の建設 14 7 7 100.0% 5 7 -2 -28.6% 4 4 0% 3 3 0% 26 21 5 23.8%

03  建設業 42 40 2 5.0% 16 1 13 3 23.1% 20 22 -2 -9.1% 1 9 1 12 -3 -25.0% 1 87 2 87 0%

  01  鉄道等 - 1 -1 -100.0% - - 1 -1 -100.0%

  02  道路旅客 5 4 1 25.0% 1 1 0% - 1 -1 -100.0% 6 6 0%

  03  道路貨物運送 58 41 17 41.5% 6 6 0% 3 6 -3 -50.0% 5 8 -3 -37.5% 72 61 11 18.0%

  04  その他の運輸交通 - - - - -

04  運輸交通業 63 45 18 40.0% 7 8 -1 -12.5% 3 6 -3 -50.0% 5 9 -4 -44.4% 78 68 10 14.7%

05  貨物取扱 15 9 6 66.7% 1 1 - - 1 -1 -100.0% 16 10 6 60.0%

06  農林業 3 6 -3 -50.0% 1 4 -3 -75.0% 3 2 1 50.0% 1 1 - 8 12 -4 -33.3%

07  畜産･水産業 7 4 3 75.0% 4 4 0% 2 1 1 100.0% - 13 9 4 44.4%

  01  卸売業 5 5 0% 3 4 -1 -25.0% 6 7 -1 -14.3% 1 1 0% 15 17 -2 -11.8%

  02  小売業 43 35 8 22.9% 11 6 5 83.3% 12 13 -1 -7.7% 12 6 6 100.0% 78 60 18 30.0%

  03  理美容業 1 -1 -100.0% - - - 1 -1 -100.0%

  04  その他の商業 12 15 -3 -20.0% 1 -1 -100.0% 3 3 - 2 -2 -100.0% 15 18 -3 -16.7%

08  商業 60 56 4 7.1% 14 11 3 27.3% 21 20 1 5.0% 13 9 4 44.4% 108 96 12 12.5%

09  金融広告業 1 1 0% - 1 1 - - 2 1 1 100.0%

10  映画・演劇業 - - - - -

11  通信業 4 3 1 33.3% 2 2 0% 1 -1 -100.0% 2 2 - 8 6 2 33.3%

12  教育研究 4 5 -1 -20.0% 1 1 0% 1 1 - - 6 6 0%

  01  医療保健業 20 65 -45 -69.2% 2 4 -2 -50.0% 8 21 -13 -61.9% 2 7 -5 -71.4% 32 97 -65 -67.0%

  02  社会福祉施設 50 65 -15 -23.1% 33 20 13 65.0% 16 25 -9 -36.0% 12 14 -2 -14.3% 111 124 -13 -10.5%

  03  その他の保健衛生 1 2 -1 -50.0% - 1 1 - - 2 2 0%

13  保健衛生業 71 132 -61 -46.2% 35 24 11 45.8% 25 46 -21 -45.7% 14 21 -7 -33.3% 145 223 -78 -35.0%

14  接客娯楽 21 21 0% 4 9 -5 -55.6% 10 8 2 25.0% 5 5 0% 40 43 -3 -7.0%

15  清掃・と畜 13 16 -3 -18.8% 3 4 -1 -25.0% 2 3 -1 -33.3% 1 -1 -100.0% 18 24 -6 -25.0%

16  官公署 - - 1 1 0% - 1 1 0%

17  その他の事業 22 16 6 37.5% 1 1 0% 3 3 - 3 3 - 29 17 12 70.6%

合 計 2 426 1 443 -17 -3.8% 110 1 100 10 10.0% 114 130 -16 -12.3% 2 79 2 77 2 2.6% 4 729 4 750 -21 -2.8%

第三次産業計（運送業除く） 196 250 -54 -21.6% 60 52 8 15.4% 64 79 -15 -19.0% 37 36 1 2.8% 357 417 -60 -14.4%

陸上貨物運送事業 73 50 23 46.0% 6 6 0% 3 6 -3 -50.0% 5 8 -3 -37.5% 87 70 17 24.3%

令和 6年 業種別署別労働災害発生状況（7月末累計）
令和6年8月集計
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（コロナ感染症によるものを除く。）

署 佐賀署 唐津署 武雄署 伊万里署 局計
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  01  食料品製造 43 36 7 19.4% 13 12 1 8.3% 11 7 4 57.1% 4 3 1 33.3% 71 58 13 22.4%

  02  繊維工業 2 -2 -100.0% - - - 2 -2 -100.0%

  03  衣服その他の繊維 1 1 1 - - - - 1 1 1 -

  04  木材・木製品 2 1 1 100.0% - 1 -1 -100.0% 2 1 1 100.0% 4 3 1 33.3%

  05  家具・装備品 1 1 - - - - 1 1 -

  06  パルプ等 7 6 1 16.7% - - 1 -1 -100.0% 7 7 0%

  07  印刷・製本 2 2 - - - - 2 2 -

  08  化学工業 1 11 1 8 3 37.5% 2 2 0% - 1 1 - 1 14 1 10 4 40.0%

  09  窯業土石 2 2 0% 2 2 - 3 2 1 50.0% 8 8 - 15 4 11 275.0%

  10  鉄鋼業 4 4 0% - 1 1 0% - 5 5 0%

  11  非鉄金属 - - - - -

  12  金属製品 8 11 -3 -27.3% 1 1 - 1 4 -3 -75.0% 4 6 -2 -33.3% 14 21 -7 -33.3%

  13  一般機械器具 2 1 1 100.0% - 2 1 1 100.0% 1 1 2 -1 -50.0% 5 1 4 1 25.0%

  14  電気機械器具 3 4 -1 -25.0% 1 -1 -100.0% 1 3 -2 -66.7% 1 1 - 5 8 -3 -37.5%

  15  輸送機械製造 5 5 0% 1 2 -1 -50.0% - 1 6 6 0% 1 12 13 -1 -7.7%

  16  電気・ガス - - - - -

  17  その他の製造 9 9 0% 2 1 1 100.0% 3 1 2 200.0% - 14 11 3 27.3%

01  製造業 2 100 1 89 11 12.4% 21 18 3 16.7% 22 20 2 10.0% 1 27 1 19 8 42.1% 3 170 2 146 24 16.4%

02  鉱業 - 1 -1 -100.0% - - 1 -1 -100.0%

    01  水力発電所 - - 1 -1 -100.0% - 1 -1 -100.0%

    02  トンネル建設工事 - - - - -

    03  地下鉄建設工事 - - - - -

    04  軌道建設工事 1 1 - 1 1 - - - 2 2 -

    05  橋梁建設工事 - - - - -

    06  道路建設工事 4 3 1 33.3% 4 1 2 2 100.0% 2 3 -1 -33.3% 2 1 1 100.0% 12 1 9 3 33.3%

    07  河川土木工事 1 1 0% - 1 1 0% 1 1 - 3 2 1 50.0%

    08  砂防工事業 1 1 0% - - - 1 1 0%

    09  土地整理土木 2 2 - - - - 2 2 -

    10  上下水道 2 -2 -100.0% - - - 2 -2 -100.0%

    11  港湾海岸 - - - - -

    99  その他土木 4 6 -2 -33.3% 1 1 - 3 1 2 200.0% 1 1 1 0% 9 1 8 1 12.5%

  01  土木工事 13 13 0% 6 1 2 4 200.0% 6 6 0% 4 1 2 2 100.0% 29 2 23 6 26.1%

    01  鉄骨・鉄筋家屋 7 5 2 40.0% 1 2 -1 -50.0% 2 -2 -100.0% 1 1 1 - 1 9 9 0%

    02  木造家屋建築 4 9 -5 -55.6% 2 2 0% 3 5 -2 -40.0% 5 -5 -100.0% 9 21 -12 -57.1%

    03  建築設備工事 2 -2 -100.0% 1 1 - 2 1 1 100.0% 1 -1 -100.0% 3 4 -1 -25.0%

    09  その他の建築工事 4 4 0% 1 1 - 5 4 1 25.0% 1 1 0% 11 9 2 22.2%

  02  建築工事 15 20 -5 -25.0% 5 4 1 25.0% 10 12 -2 -16.7% 1 2 7 -5 -71.4% 1 32 43 -11 -25.6%

    01  電気通信工事 2 2 0% 2 2 - 1 -1 -100.0% 1 1 - 5 3 2 66.7%

    02  機械器具設置 2 2 - 1 1 - - 2 2 - 5 5 -

    09  その他の建設 10 5 5 100.0% 2 7 -5 -71.4% 4 3 1 33.3% 3 -3 -100.0% 16 18 -2 -11.1%

  03  その他の建設 14 7 7 100.0% 5 7 -2 -28.6% 4 4 0% 3 3 0% 26 21 5 23.8%

03  建設業 42 40 2 5.0% 16 1 13 3 23.1% 20 22 -2 -9.1% 1 9 1 12 -3 -25.0% 1 87 2 87 0%

  01  鉄道等 - 1 -1 -100.0% - - 1 -1 -100.0%

  02  道路旅客 5 4 1 25.0% 1 1 0% - 1 -1 -100.0% 6 6 0%

  03  道路貨物運送 58 41 17 41.5% 6 6 0% 3 6 -3 -50.0% 5 8 -3 -37.5% 72 61 11 18.0%

  04  その他の運輸交通 - - - - -

04  運輸交通業 63 45 18 40.0% 7 8 -1 -12.5% 3 6 -3 -50.0% 5 9 -4 -44.4% 78 68 10 14.7%

05  貨物取扱 15 9 6 66.7% 1 1 - - 1 -1 -100.0% 16 10 6 60.0%

06  農林業 3 6 -3 -50.0% 1 4 -3 -75.0% 3 2 1 50.0% 1 1 - 8 12 -4 -33.3%

07  畜産･水産業 7 4 3 75.0% 4 4 0% 2 1 1 100.0% - 13 9 4 44.4%

  01  卸売業 5 5 0% 3 4 -1 -25.0% 6 7 -1 -14.3% 1 1 0% 15 17 -2 -11.8%

  02  小売業 42 31 11 35.5% 11 6 5 83.3% 12 13 -1 -7.7% 12 6 6 100.0% 77 56 21 37.5%

  03  理美容業 1 -1 -100.0% - - - 1 -1 -100.0%

  04  その他の商業 12 15 -3 -20.0% 1 -1 -100.0% 3 3 - 2 -2 -100.0% 15 18 -3 -16.7%

08  商業 59 52 7 13.5% 14 11 3 27.3% 21 20 1 5.0% 13 9 4 44.4% 107 92 15 16.3%

09  金融広告業 1 1 0% - 1 1 - - 2 1 1 100.0%

10  映画・演劇業 - - - - -

11  通信業 4 3 1 33.3% 2 2 0% 1 -1 -100.0% 2 2 - 8 6 2 33.3%

12  教育研究 4 5 -1 -20.0% 1 1 0% 1 1 - - 6 6 0%

  01  医療保健業 14 14 0% 1 3 -2 -66.7% 7 9 -2 -22.2% 2 1 1 100.0% 24 27 -3 -11.1%

  02  社会福祉施設 41 32 9 28.1% 6 5 1 20.0% 16 22 -6 -27.3% 7 3 4 133.3% 70 62 8 12.9%

  03  その他の保健衛生 1 2 -1 -50.0% - 1 1 - - 2 2 0%

13  保健衛生業 56 48 8 16.7% 7 8 -1 -12.5% 24 31 -7 -22.6% 9 4 5 125.0% 96 91 5 5.5%

14  接客娯楽 21 21 0% 4 9 -5 -55.6% 10 8 2 25.0% 5 5 0% 40 43 -3 -7.0%

15  清掃・と畜 13 16 -3 -18.8% 3 4 -1 -25.0% 2 3 -1 -33.3% 1 -1 -100.0% 18 24 -6 -25.0%

16  官公署 - - 1 1 0% - 1 1 0%

17  その他の事業 22 16 6 37.5% 1 1 0% 3 3 - 3 3 - 29 17 12 70.6%

合 計 2 410 1 355 55 15.5% 82 1 84 -2 -2.4% 113 115 -2 -1.7% 2 74 2 60 14 23.3% 4 679 4 614 65 10.6%

第三次産業計（運送業除く） 180 162 18 11.1% 32 36 -4 -11.1% 63 64 -1 -1.6% 32 19 13 68.4% 307 281 26 9.3%

陸上貨物運送事業 73 50 23 46.0% 6 6 0% 3 6 -3 -50.0% 5 8 -3 -37.5% 87 70 17 24.3%

令和 6年 業種別署別労働災害発生状況（7月末累計）
令和6年8月集計
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Ⅰ　概要

表１．工事の種類別　災害発生状況

一人親方等

8 ( 10 ) 3 ( 3 )

建築工事 51 ( 49 ) 37 ( 26 )

9 ( 10 ) 7 ( 3 )

17 ( 18 ) 12 ( 12 )

25 ( 21 ) 18 ( 11 )

17 ( 12 ) 9 ( 6 )

4 ( 1 ) 4 ( 1 )

80 ( 72 ) 53 ( 36 )

表２．事故の型別／起因物別　災害発生状況

一人親方等

墜落、転落 51 ( 46 ) 33 ( 26 )

13 ( 10 ) 8 ( 6 )

11 ( 10 ) 9 ( 5 )

11 ( 12 ) 9 ( 8 )

5 ( 7 ) 2 ( 4 )

3 ( 3 ) 2 ( 2 )

3 ( 0 ) 2 ( 0 )

2 ( 2 ) 1 ( 1 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

5 ( 3 ) 3 ( 0 )

4 ( 4 ) 3 ( 2 )

3 ( 0 ) 2 ( 0 )

3 ( 1 ) 3 ( 1 )

2 ( 3 ) 1 ( 1 )

2 ( 2 ) 0 ( 1 )

2 ( 2 ) 1 ( 0 )

1 ( 1 ) 1 ( 0 )

1 ( 1 ) 1 ( 0 )

1 ( 2 ) 0 ( 1 )

1 ( 1 ) 1 ( 0 )

0 ( 3 ) 0 ( 2 )

0 ( 2 ) 0 ( 1 )

2 ( 1 ) 2 ( 1 )

2 ( 0 ) 2 ( 0 )

80 ( 72 ) 53 ( 36 )

うち一人親方

その他の建設工事

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（13名）、役員（８名）、家族従事者（４名）、詳細不明（２名）である。

＊死亡者数。(　)内は令和４年数値

合計

高温・低温の物との接触

感電

おぼれ

分類不能

その他

＊厚生労働省調べ（都道府県労働局・労働基準監督署が把握したものを集計）

交通事故（道路）

激突

はしご等

土木工事

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

木造家屋建築工事

その他の建築工事

建築物、構築物

作業床、あゆみ板

令和５年一人親方等の死亡災害発生状況概要

掘削用機械

整地・運搬・積込み用機械

　一人親方とは、労働者を使用しないで事業を行う者であり、本資料の「一人親方等」には、これに加えて中小事業主、役員、家族従事者
を含めています。

分類不能・不明

うち一人親方

総計

足場

屋根、はり、もや、けた、合掌

石、砂、砂利

その他の仮設物、建築物、構築物等

はさまれ、巻き込まれ

開口部

転倒

火災

フォークリフト

高所作業車

切れ、こすれ

有害物等との接触

飛来、落下

激突され

崩壊、倒壊
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１．事故の型別災害発生状況 ２．起因物別墜落・転落災害発生状況

51 13

5 11

4 11

3 5

3 3

2 3

2 2

2 1

1 1

1 1

1 51

1

2

2

80

３．工事の種類別　元請・下請別災害発生状況 ４．年齢別災害発生状況

元請 下請 自社 不明 総計 人数

2 5 0 1 8 0

建築工事 11 31 1 8 51 1

2 4 0 3 9 5

7 9 1 0 17 11

2 18 0 5 25 28

1 15 0 1 17 19

0 1 0 3 4 13

14 52 1 13 80 3

80

5．業種別／元請・下請別　労災保険特別加入別災害発生状況

元請

加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者

土木工事 2 0 3 2 0 0 1 0 6 2

建築工事 5 6 21 10 0 1 7 1 33 18

1 1 4 0 0 0 3 0 8 1

木造家屋建築工事 4 3 7 2 0 1 0 0 11 6

その他の建築工事 0 2 10 8 0 0 4 1 14 11

0 1 9 6 0 0 1 0 10 7

0 0 1 0 0 0 3 0 4 0

7 7 34 18 0 1 12 1 53 27

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（13名）、役員（８名）、家族従事者（４名）、詳細不明（２名）である。

＊労災保険特別加入の｢未加入｣には、加入状況が｢不明｣な場合を含む。

令和５年一人親方等の死亡災害発生状況(令和５年１月１日～12月31日)

総計

激突され

墜落、転落 足場

崩壊、倒壊 はしご等

建築物、構築物

飛来、落下

作業床、歩み板

その他の仮設物、建築物、構築物等

開口部

合計

激突

40～49歳

土木工事 19歳以下

20～29歳

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事 30～39歳

木造家屋建築工事

50～59歳

その他の建設工事 60～69歳

分類不能・不明 70歳以上

その他の建築工事

総計

総計 不明

計

下請 自社 不明

その他

合計

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

その他の建設工事

分類不能・不明

はさまれ、巻き込まれ

切れ、こすれ

有害物等との接触

屋根、はり、もや、けた、合掌

分類不能

交通事故（道路）

おぼれ

掘削用機械高温・低温の物との接触

整地・運搬・積込み用機械

感電 石、砂、砂利
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１．事故の型別災害発生状況 ２．起因物別墜落・転落災害発生状況

33 8

3 9

3 9

2 2

3 2

1 2

高温・低温の物との接触 1 1

激突 1 33

1

1

2

2

53

３．工事の種類別　元請・下請別災害発生状況 ４．年齢別災害発生状況

元請 下請 自社 不明 総計 人数

0 2 0 1 3 0

建築工事 6 24 0 7 37 0

1 3 0 3 7 2

4 8 0 0 12 7

1 13 0 4 18 21

1 7 0 1 9 14

0 1 0 3 4 7

7 34 0 12 53 2

53

5．業種別／元請・下請別　労災保険特別加入別災害発生状況

元請

加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者

土木工事 0 0 2 0 0 0 1 0 3 0

建築工事 1 5 17 7 0 0 6 1 24 13

0 1 3 0 0 0 3 0 6 1

木造家屋建築工事 1 3 7 1 0 0 0 0 8 4

その他の建築工事 0 1 7 6 0 0 3 1 10 8

0 1 5 2 0 0 1 0 6 3

0 0 1 0 0 0 3 0 4 0

1 6 25 9 0 0 11 1 37 16

＊労災保険特別加入の｢未加入｣には、加入状況が｢不明｣な場合を含む。

19歳以下

20～29歳

令和５年一人親方の死亡災害発生状況(令和５年１月１日～12月31日)

合計

崩壊、倒壊

墜落、転落 足場

はさまれ、巻き込まれ 屋根、はり、もや、けた、合掌

はしご等

建築物、構築物切れ、こすれ

作業床、歩み板

感電

交通事故（道路）

合計

その他の仮設物、建築物、構築物等

開口部

有害物等との接触

激突され

総計

40～49歳

70歳以上

不明

計

不明

その他の建設工事

分類不能・不明

総計

総計

30～39歳

50～59歳

その他の建設工事 60～69歳

下請 自社

その他の建築工事

木造家屋建築工事

分類不能・不明

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

土木工事

分類不能

その他

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事
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